
阪神・淡路大震災をきっかけに
コープネット震災対策書の作成に着手

コープネット事業連合※1（以下、コープネット）での震災対策

書作成のきっかけは、1995年に発生した阪神・淡路大震災でした。

翌96年には、「コープネット版」として最初の震災対策書を作成し

ています。ただし当時は、コープネットの誕生から４年しかたって

おらず、事業連合としての規模、組織統合も現在ほど進んでいなか

ったこともあり、その内容は現在と比較すると対処法的で、系統だ

ったものではありませんでした。

震災対策書は、2005年に「さいたま・とうきょう・コープネット

の３者版」として見直しが行なわれ、まとめられました。この頃に

は、北関東（栃木・群馬・茨城）や千葉の生協との共同も急速に深

まり始めていましたが、この対策書では先行していた３者での震災

対策について取りまとめをしています。

その後、グループでの共同の度合いが深まる中で、07年度ごろか

ら「コープネットグループ版」として、新たな震災対策書の取りま

とめを始めました。本来、震災対策書のような危機管理マニュアル

は毎年見直すべきものなのですが、08年に発生した冷凍ギョーザ事

件と、それがひと段落したころに新型インフルエンザが発生したた

めその対応に追われ、作業に着手できたのは10年に入ってからで、

取りまとめは12月となりました。

※１ 首都圏の１都7県８
生協（いばらきコープ、
とちぎコープ、コープぐ
んま、ちばコープ、さい
たまコープ、コープとう
きょう、コープながの、
コープにいがた）が加盟。
組合員総数381万人、総
供給高3,260億円（会員
生協への出荷高。2010
年度）。
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東日本大震災での経験を生かした
「震災対策書」「事業継続計画」
の見直しについて

首都直下型巨大地震の発生が危惧されている首都圏エリア。この地を中心に事業展開するコー
プネット事業連合では、東日本大震災での経験を生かした「地震災害対策書」と「地震災害事
業継続計画」の見直しを行なっている。今回の見直しのポイントについて、危機管理室長の永
山貢一氏にお聞きした。

コープネット事業連合
危機管理室　室長

永山
ながやま

貢一
こういち

氏
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この05年から10年は、コープネットグループとして新たな共同の

段階に入った時期でもありました。例えば、宅配システムや経理シ

ステムの刷新・一元化、店舗システムの見直し、物流の統合など、

さまざまな仕組みの再構築、現場オペレーションやマネジメントの

標準化が進みました。仕事の仕組みが大きく変わったため、もし何

か異常事態が発生したときには、従来のやり方や経験では対応し切

れない状況も生まれてきていました。また、事業連合への結集が高

まる中で、コープネット本部にはグループ各生協から参加される方

が増え、組織としての新陳代謝も始まっていました。

このように仕組みだけでなく、組織や人材も大きく変わる中で震

災対策の見直しを行なうことは、既存の震災対策書の手直しではな

く、あらためてつくり直す必要がありました。一方、グループ共通

の組織風土や文化、言葉、ツールを創るさなかでもあったため、共

通の震災対策をどうつくり上げていくかは、当初思っていた以上に

重たい作業となりました。

コープネットグループ版の「地震災害対策書」（以下、「対策書」）

と「地震災害事業継続計画」（同、「事業継続計画」）がまとまった

のは前述のように10年12月です。しかし実は、これらは骨格という

べきレベルのもので、その詳細については11年４月までにまとめる

ことにしていました。しかし、そのさなかに東日本大震災が発生し

ました。

この時の対応や経験を踏まえて、現在、「対策書」（資料１）と

「事業継続計画」（資料２）の見直しを進めています。
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大規模災害の発生に備えた
事業継続計画（BCP）の策定
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「当事者意識を持って取り組める

計画であること」

今回の「対策書」と「事業継続計画」の見直しは、東日本大震災

の振り返りをもとに、現時点でできることを文字にまとめたもので、

引き続き具体化を進めていくことにしています。今回、その見直し

に入るに当たり、まず各本部・各会員単位で今回の震災対応の振り

返りを行ない、問題点と課題を客観的に洗い出し、今後どう対応す

るのかについて議論を進めました。

特に、これまで詰めが甘かった、「もし今、東日本大震災と同じ

ような大震災がこの地で起きたら、どう対処するのか？」という点

が極めて重要だと考え、論議を進めています。

各本部・各会員の振り返りの中で、「何をしたらよいか分からな

かった」「連絡が取れなくて困った」「判断基準が分からなかった」

との声が数多くありました。とりわけ震災直後の個人の行動、例え

ば、「今、地震が起きたら、直後に何をすべきか」や「１時間後ま

でに何をすべきか」「３時間後までに何をすべきか」といったこと

が決まっていなかったため、“指示待ち”の状態も発生しました。

見直しのポイント１
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また、震災での具体的な被害内容により対応は異なるとは思いま

すが、基本的な対応については明確にしておき、「これは、あなた

がやること」「これは、私とあなたでやること」と、個々の職員が

当事者意識を持って行動できる「対策書」や「事業継続計画」をつ

くらないとコープネット全体として動くことはできないと思いまし

た。

また今回の震災は、金曜日の午後に発生したこともあり、コープ

ネットの本部職員はほとんど所属部署にいました。携帯電話も何回

かかければ通じましたし、TVの中継でも阪神・淡路大震災の時の

ような“火の手”は見えなかったこともあり、初動で「何をしなけ

ればいけないか？」が多少不明確でも、「とりあえず何とか対処で

きる」状況ではありました。

しかし、「もし首都直下型の地震だったら……」「もし、早朝の地

震だったら……」と思うと背筋が寒くなる思いをみんな感じました。

また、大きな被害を受け、通信手段が寸断された会員生協、今回で

あれば、いばらきコープなどの対策本部へコープネットの対策本部

から連絡員を派遣することなども必要でした。

このことからも、非常時の初動では、「まず何をしなければなら

ないか？」を、はっきりさせておく必要があると思います。これが、

見直しのポイントの１つ目となります。

「限られた人員で対応できる計画であること」

また今回の震災は昼間に発生しましたが、「もしこれが夜中や早

朝に発生した場合、コープネットの震災対策本部にいったい何人の

職員が集まれるのだろうか？」と心配になりました。実際、コープ

ネットの職員には、千葉県内から２時間以上掛けて南浦和の事務所

に出勤している人もいますし、北関東各県から通勤している人もい

ます。

そこで、朝６時に発災し、電車などの交通機関が完全にストップ

した場合、「発災直後」「１時間後」「３時間後」……「３日目」ま

でに震災対策本部に何人出勤できるのかを職員住所録を基に調べて

みました（資料３、「人員確保見込」の項、参照）。その上で、「統

括事務局」と事業部系の「各対策部」で速やかに実行すべき基本任

務分担を取りまとめました。

例えば、発災の「１時間後」に本部に集まることが可能な「統括

事務局」を担う正規職員は10人（その後、23人と判明）いることが

見直しのポイント２

大規模災害の発生に備えた
事業継続計画（BCP）の策定
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分かったのですが、「３時間後」でも30人（その後80人程度と判明）

くらいにすぎません。また、その日のうちに集まれるのは、全員来

れたとしてもせいぜい100人弱です。

「発災直後しなければいけないこと」を踏まえながら、「集まれる

人たちで何をするか？　何ができるか？」を明らかにしておくこと、

これが見直しのポイントの２つ目となります。なお、この表の「統

括事務局」や事業系の｢各対策部｣で行なうべき具体的な内容につい

ては、それぞれの部署で責任を持って策定するようお願いしていま

す。

また、事業連合という組織の性格もあり、どうしても個人につい

て回る仕事が多い傾向があります。そのため、「あの担当者がいな

いと分からない」という仕事が数多くあります。ですから、今回の

コープネットの震災対策書では、従来の考え方である「発災後は最

寄りの事業所に出勤する」のではなく、「発災後は、まず所属する

職場に出てくる」ことを基本に据えるとともに、「発災直後必要な

重要業務は誰でもできるようにしておくこと」に特に力を入れてい

ます。

「１時間後、３時間後……部署として何をしなければならないか」

を決めた上で、各自が「自分には、どのような役割があり、もし自

分が出勤できない場合には、出勤できるＡさんに代行してもらう」

「代行してもらう場合には、通常やるべき仕事のうち、ＢとＣはパ

スしてもかまわない」などを明確にしておくことが必要です。この

ように決めておけば、｢事務所に来られない人は最寄りの事業所の

支援に当たる」ということで問題ないわけです。
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大規模災害の発生に備えた
事業継続計画（BCP）の策定
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「安否確認」の考え方も見直す

また、「安否確認」についても、考え方を見直しました。コープ

ネットでは「安否確認システム」を採用しており、発災の際には各

自にメールが届き、それに対し「無事」であることを返送する仕組

みがあります。しかし、対象となっているのは正規職員とキャリア

パートさん（ミニ店の店長など）だけです。そこで、全職員に対し、

「安否確認は、『職員自らが』各事業所や上司に対して報告すること

を基本とする」ことを徹底しました。

実際、９月14日に、全職員約２万人を対象に安否確認訓練を行な

いました。すると、ケガや被害がなく復旧活動に参加できる人の確

認もさることながら、「連絡が取れない人とどう連絡を取るか」「そ

の人の無事をどう確認するか」に皆さん頭を悩ませたといいます。

ですから、例えば、「ほとんどの職員の安否が確認できたら、未確

認の人については実名で報告を上げてもらうようにする」などの対

応も必要だと感じました。

情報集約の方法も、今回の震災では関東のほとんどの地域で、E-

mailや携帯メール、FAX、電話などいろいろ使えましたが、実際

の大震災ではほとんど不通となります。また、発災後に集約すべき

事柄も時間とともに変化していきます。ですから、「何をどのよう

な手段で集約するか」などいろいろな状況を想定し、事前に決めて

おく必要性も感じています。

以上の視点を盛り込みながら、現在、「対策書」と「事業継続計

画」の見直しを行なっています。

「発災から３日目」までの対応に重点を置く

本来の「事業継続計画」では、緊急支援～復興期までの計画が必

要です。しかし、コープネットの「対策書」「事業継続計画」では、

発災から「３日目」までの対応にポイントを置いています。それは

前述のように、今回の震災を通して、「従来の計画では、発災から

全体の被害状況が見えるまでに行なわなければならないことが明確

でない」ことが分かったからです。

確かに、地震の規模によって被害の大きさや範囲が異なり、それ

に伴なって、取るべき対応策も異なってきます。しかし、どのよう

見直しのポイント４

見直しのポイント３

大規模災害の発生に備えた
事業継続計画（BCP）の策定
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な震災の場合であれ、状況を把握して、対応の基本方針を決めるま

でのプロセスに大きな違いはないはずです。また、発災後の実際の

対応を検討すると、だいたい３日目くらいで、緊急対応の目鼻が見

えてくることも分かりました。そこで３日目までに絞って、その対

応策を定めるようにしています。

「役職員の行動指針」も全面改訂しています

今回の震災では、電話やメールが通じない地域があることに本部

が気づくのに結構時間が掛かりました。その理由の一つが、南浦和

本部や東京などでは通信が生きて
．．．

いたので、よもや茨城県北部のエ

リアが停電となり、携帯が不通となっているという状況を想像でき

なかったことがあります。いばらきコープの人たちは、コープネッ

ト本部の指示を仰ごうにも連絡が取れず、大変苦労されました。そ

の時、彼ら・彼女らがどう対応したかといえば、「目の前の事実を

もとに、やるべき仕事を組み立てることしかなかった」そうです。

この話を聞いて、本当に身につまされる思いがしました。

また、これは本部側の問題なのですが、対策本部では「茨城県北

部との携帯がつながりにくい」という情報をつかんでいましたが、

生協運営資料　2011.11 15

資料４　地震災害時の役職員の行動指針（全面改訂しました）

地震災害は、予期せず突然発生し、地域社会に大きな被害をもたらします。通信・

連絡手段も途絶え、指示・命令系統が正常に機能しなくなる状態に置かれます。

一人ひとりの職員が日ごろから地震災害への備えを行ない、いかなる状況下におい

ても、コープネットグループの理念と行動指針に基づき、自発的に判断･行動し、社

会的な役割を発揮します。

●人命第一を全ての行動の最優先に

何よりも「身の安全」の確保を優先します。

負傷者の救助を行ないます。

行政の避難勧告などの指示に従い、冷静かつ迅速に行動します。

ラジオなどから正確な情報を得て行動します。

●自助・共助・公助の連携

自らの安全は自らで守ります。

地域の人たちと、互いに助け合います。

行政、公的機関の支援も得て、応急対策活動に当たります。

●事業の早期再開と事業継続

事業の早期再開に全ての力を集中させます。

事業を継続し、社会的役割を果たします。
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それを関連部署の職員全員に伝え切れませんでした。指示の連絡も

E-メールとFAX以外の連絡方法も考えておくべきでした。

この事例からの教訓は、発災直後には情報通信手段が混乱すると

いうことを前提に対応を考えなければならないことが一つ。そして、

もうひとつ重要なのが、「自分の判断で行動すること」です。

そこで、「震災対策書」の見直しでは、「地震災害発生時の役職員

の行動指針」を全面改訂しています（資料４）。その前文の中には、

「一人ひとりの職員が日ごろから地震災害への備えを行ない、いか

なる状況下においても、コープネットグループの理念と行動指針に

基づき、自発的に判断・行動し、社会的な役割を発揮します」とい

う一文を明記しました。

発災時、地域からの期待に応えられる

コープネットグループの構築を目指します

現在、各部にお願いしているのは、前述の資料（資料３）で割り

振らせていただいた基本任務の具体化です。また、この震災時の各

部の役割は、１度作成すればそれで終わりというものではありませ

ん。各部で作成された対応策に横串を入れ、関連部署で調整するこ

とも必要だと考えています。実は、新型インフルエンザ対策でも同

じような進め方を行なっており、うまく調整を図ることができまし

たので、今回も同じように進めていきます。

繰り返しとなりますが、発災直後に必ずしなければいけないこと

があります。一方、発災直後～３時間後に集まることができる人員

はごくわずかで、その人員でできることは、本当に限られると思い

ます。そのような状況下で、何をしなくてはならないかを、あらか

じめ明確にしておくことは極めて重要です。さらに、発災から３日

間くらいに行なうことを決めておくことで、初動態勢も取りやすく

なると考えています。

なお、震災に強い物流やシステムづくりなど中長期の課題につい

ては、検討に時間を要するため、今回の「対策書」「事業継続計画」

の見直しには反映できていません。しかし、課題として一覧にまと

め、進捗管理の対象としていきます。

また、行政との関係も重要です。今回の震災では、これまで各自

治体と生協の間で結んだ協定に基づく支援要請だけでなく、協定を

結んでいないところからも数多くの問い合わせや支援要請をいただ

きました。「対策書」や「事業継続計画」の見直しを通して、発災

時に、このような要望や期待に応えられるコープネットグループの

構築を目指していきます。

大規模災害の発生に備えた
事業継続計画（BCP）の策定

16

 06〜16特集1-コープネット  2011.10.31 4:40 PM  ページ 16


